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九州大学および九州・沖縄地区における農業高等教育の国際協力
－バングラデシュおよびベトナムの事例から－

九州大学熱帯農学研究センター

緒方　一夫

はじめに

　九州大学および山口大学、佐賀大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大学の農学関連部局は、コンソシアム

とよばれる連合体を形成し、国際協力事業団（JICA）による「ハノイ農業大学強化計画」を１９９８年より実施

している。この母体は１９８５年から１９９５年にかけて実施されたJICAプロジェクト「バングラデシュ農業大学院

計画フェーズⅠ・Ⅱ」における国内支援委員会である。本講演では、バングラデシュ農業大学院計画につい

て、１）プロジェクトの案件形成、２）プロジェクトの実施、３）プロジェクトの評価およびアフターケア、

を総括し、あわせてベトナムで実施中の「ハノイ農業大学強化計画」の現状を紹介したい。

１．バングラデシュ農業大学院計画

　バングラデシュは仕事をするにも生活をするにも環境が厳しいところで、私が長期派遣専門家として赴任

した１９８６年頃も政権が不安定で、任期１年のうち半分はゼネストや外出禁止令などのため、プロジェクトサ

イトに行けなかった。しかし、最初の国際協力としてこのような過酷な状況を経験したことで、学んだこと

は非常に大きい。「バングラデシュ農業大学院計画」は「IPSAプロジェクト」ともいわれ、農業大学院 

（Institute of Postgraduate Studies in Agriculture）の設立を支援するというものであった。２期１０年のプロジェ

クトで、フェーズⅠは１９８５年から１９９０年、フェーズⅡは１９９０年から１９９５年までであった。この２つのフェー

ズの目的は次の通りであった。

フェーズⅠ：実践的研究活動の活性化および若手研究者・技術者の訓練を通して大学院レベルの農業研究

を強化し、もってバングラデシュの農業研究システムの改善に寄与する。

フェーズⅡ：大学院レベルの農業研究および教育を強化し、本大学院を持続性のある機関とし、もってバ

ングラデシュの高等農業教育および農業研究システムの改善に寄与し、ひいては同国の農業

の発展と農民の経済生活の向上を促進させる。

　フェーズⅠとⅡの目的は、一見同じような内容に見えるが、フェーズⅡでは「持続性」という言葉を用い

ている点に注意されたい。これはプロジェクトが終了するとその組織も消滅することを危惧し、プロジェク

トで蓄積された知識や技術を残すためにサスティナブルな機関として自立した運営体制を確立させることを

意図していた。当時、JICAの技術協力の枠組みのなかに「組織づくり」という概念が取り込まれていたこと

の反映である。

１）プロジェクトの案件形成

　プロジェクトの案件形成をめぐって、バ国側からの要請は二転三転した。これはニーズの調査分析が不十

分、計画立案者と政府の間での意見の食い違い、政権の交代、担当者の交替などにより、何を求めているの

かと何を援助するのかについて双方にポリシーが欠落していたのではなかろうか。最初はダッカ市内にある

農業カレッジを移転するという要請案があった。これは、カレッジの新設という案に変わり、バ国政府は

１９８１年に日本政府に無償援助として要請を挙げてきた。これを受けて我が国は１９８３年にダッカ郊外のシャル

ナという所に校舎を建設した。ところが、その後この建物は農業大学さらにその後では農業大学院として開
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校するという計画に変更された。日本側はこれらの度重なる変更を受諾して、そこからIPSAプロジェクトが

開始されたのである。このようないきさつから、施設も高度な研究や教育を行うように設計されておらず貧

弱であった。しかもプロジェクトがバ国政府に正式に認可さるのに多大な年月（４年あまり）を要した。す

でに、現場ではプロジェクトは開始され、専門家のチームが派遣され、技術移転が始まっていたにもかかわ

らず、バ国政府の対応が非常に遅れたため供与機材の通関などに困難を伴った。フェーズⅠはこのような状

況の中で実施されたのである。プロジェクトの案件形成には、バ国の状況をもう少し詳しく分析する必要が

あったであろう。

２）プロジェクトの実施

　IPSAにはアメリカのUSAID（The U.S. Agency for International Development:米国国際開発局）も絡んでいた。

当初、USAIDはバングラデシュ農業大学の援助を検討していたが、様々な要素からIPSAでカリキュラム開発

や組織づくりに協力していたのである。米国はオレゴン州立大学の教授を専門家として派遣してきたが、

我々は相互に連携をとりながらIPSA立ち上げを行った。その過程で学んだ部分も大きい。

　さて、日本の大学にとってJICAプロジェクトに本格的に関与する際にもっとも問題となるのは長期専門家

の派遣である。九大にとっても教官を長期に派遣することは非常に困難であった。ところで、九大の熱帯農

学研究センターは独立した学内共同利用施設である。小規模で６名の教官の専門は異なるため、研究面にお

いての協力が難しい面もあるにはあるが、組織としての機動性が高いという利点がある。そこでセンターと

しての機能を「国際協力」に置くことで学内での存在価値を高めるという戦略をとり、JICA関連の仕事にも

積極的に取り組むという方針を打ち出した。IPSAプロジェクトが実施されている当時、熱帯農学研究セン

ターは学生の教育からは比較的自由であったため、センターの教官を長・短期の専門家として送り出せたの

である。このような背景から、私もフェーズⅠとフェーズⅡに１回づつ計３年間、長期派遣専門家として現

地に滞在した。

　写真は熱研センターに残るIPSAプロジェクト関連の資料である。開始当時（１９８６年頃）のサラノキ（沙羅

双樹）の林を切り開いたばかりの頃から比較的最近の風景を見ると、年月の流れが浮かび上がる。

　プロジェクトの計画の段階では見えず実施中に明らかになることも多々ある。そのような例として、IPSA

プロジェクトでもっとも重要と思われる点は法整備の問題であった。IPSAの設置に関するバ国の法律が

整っていなかったのである。また予想外のアクシデントでプロジェクトが危機にさらされることもあった。

教官と副学長という管理者の間で軋轢が進行し、一時閉鎖においやられたのである。フェーズⅡではこのよ

うに単なる技術協力だけでなく、組織づくりの基礎となる管理運営に関する数々の困難を経験し、克服して

いった。

　結局１０年間で、のべ１１２名の長・短期の専門家が派遣され、カウンター・パート研修として来日したバング

ラ人は５３名であった。この間、多くの資機材を供与したが、これらには寿命がある。そこで教科書や実験マ

ニュアルなど、プロジェクトが終わっても利用できるようなものも作成した。

　プロジェクトの最後に残る成果として、学位授与式が１９９５年６月に挙行された。バ国では学位授与式は必

ずしも例年の行事ではない。ダッカ大学などバングラデシュで歴史ある大学では、政治に絡んだ学生紛争が

絶えず、正式な式典が行われてないのが現状である。そんな中で、IPSAでは学長であるカレダ・ジア首相

（当時）を招いて、第一回の卒業生を送り出した。

　現在IPSAという名称は「バンガバンドゥ・シーク・モジブル・ラーマン農業大学（BSMRAU）」というい

ささか長い名前に変わり、学部も開設されるようになったが、組織としてはそのまま残り、教官の活性も高

い。
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３）プロジェクトの評価およびアフターケア

　USAIDは１９９３年にはその協力を終了した。米国側の終了時の評価にはユニバーシティ・シンジケートなる

大学連携機構から人材を派遣してきた。終了時の調査や評価項目など、我々は現場でどうあるべきか学んだ

点も多い。我々の側の正式の終了時評価は１９９５年５月に実施された。しかし、帰国後大学の側で参加者に対

しアンケートを実施し、IPSAプロジェクトに関わった日本人がどのように感じたのかを調査した。これは国

内支援委員会を通じて、各大学の教官に問い合わせたものである。ここでごく一部を紹介したい。

　派遣された教官でもっとも多いのは４０歳代であった。派遣時の活動の達成度については、バ国の事情も考

慮して５０％を基準にしたが、それ未満も約２割もあったことは、厳しい指摘と受け取られるだろう。加えて

「特に計画をたてていなかった」との回答が１０％あることも考えると、派遣の経緯については、かならずし

も十分な背景や目的について説明を受けていない場合があったようだ。もう少し派遣の事前情報や現地での

業務内容について送られる専門家へ説明すべきであった。ただ、ほとんどの方は派遣の感想として有意義で

あると認めており、また国際協力に関する認識が現場を経験することにより変化している。

　バングラデシュでの経験と交流は全体としてポジティブに作用し、プロジェクト終了後も、アフターケア

が実施された。供与機材の老朽化は避けられるものではないが、廃棄のシステムを確立したかったのである。

さらに人材の交流はいまでも続いている。

２．ハノイ農業大学強化計画

　バングラデシュでの経験を生かし、農業高等教育の国際協力をさらに拡大するために、九州・沖縄・山口

の大学はベトナムでの案件に取り組むことにした。現在、ハノイで進められている「ハノイ農業大学強化計

画」は１９９８年６月にR/D（Record of Discussions：合意議事録）が締結され、同年９月より開始された。２０００

年３月の時点ではリーダー、調整員を含め５名の長期派遣専門家が滞在しており、農学、農政経済、地水資

源管理の分野で研究教育についてプロジェクトが展開されている。今回はJICAだけにたよらず、文部省（当

時）の科研費による海外学術調査等の機会も利用しながらハノイ農業大学と接する機会を増やし、事前情報

の把握に努めた。また、米国のユニバーシティ・シンジケートの仕組みを参考にしながら、IPSAプロジェク

トの国内支援委員会をコンソシアムとして立ち上げ、プロジェクト実施前に支援体制を確立させた。さらに、

このコンソシアムを利用して大学教官に対しアンケートを行い、参加可能人材を把握した。

　これらの情報の蓄積や、大学間・JICA・文部省との連絡調整を行う仕組みとして非公式ながら熱帯農学セ

ンターに「事務局」を設けた。プロジェクト開始後は、現場や派遣候補者との調整も行っている。九州大学

では、ハノイ農大プロジェクトに関して、熱研センターの「事務局」、技術的専門的問題をサポートする「学

内ワーキング・グループ」、個人のもつ「人材ネットワーク」の３つの要素で動いている。

　ベトナムは英語があまり通じないという難点はあるが文化的にもバングラデシュに比べるとはるかに日本

に近く、意志の疎通も行いやすい。ただし、市場経済の導入で社会が急激に変化しており、プロジェクトの

計画立案時とは大分様子も変わりつつある。ハノイ農大のプロジェクトはIPSAプロジェクトに比べると予

算がかなり厳しいのだが、人材育成では成果が期待される。

おわりに

　バングラデシュで学んだことの一つにアウトリーチ（普及／波及）の重要性ということがある。大学での

研究教育を農業に結びつけるためには、大学が普及／波及プログラムをもつ必要性があるということである。

相手国の農業の発展に寄与するためには、大学内での教育が実を結ぶには時間がかかるため、普及員や教師

など大学外に対する教育も同時に考えなければならないだろう。農業高等教育の中に普及／波及プログラム

を取り込むことは途上国では比較的普通にみられる。しかし現在の日本ではこの専門家がほとんどいない。
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今後、農業高等教育で国際協力を推進するためには、普及に関する理論と方法について本格的に考えなくて

はならないだろう。

　また、組織の運営という要素も重要である。研究教育の手法を移転するだけではそれらは根付かない。日

本のシステムをそのまま導入することはできないが、研究教育についての知識や技術がうまく活かされる組

織とはどのようなものなのかは現地の人と一緒になって考えるべきであろう。

　最後に、大学がJICAのプロジェクトを実施するにあたっての体制づくりについてコメントしたい。大学に

おけるJICAのプロジェクトは、組織対組織として役割分担と責任を明確にし、協力体制を整えることがまず

必要であろう。そのためには、大学において、誰が何に興味をもち、どの程度派遣可能なのかを把握し、相

手国の受入環境や要請内容などの情報を集約する場所が必要である。さらに、専門家派遣や研修員受入につ

いて、当事者のみならず、組織の業績として評価することが重要と思われる。
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国内委員会及び事務関連業務 
【ハノイ農大プロ国内委員会】 
（１）現地からの要請に基づき、長・短期派遣専門家の選考および推薦 
（２）現地からの要請に基づき、Ｃ／Ｐトレーニングの受入機関の選考 
（３）巡回指導調査団等の選考および推薦 
（４）その他、必要に応じてプロジェクトの支援活動 

【事務局（九大熱研センター）】 
（１）現地情報の収集・蓄積 
（２）プロジェクトに関する問い合わせ（研究環境、生活情報等）の窓口業務 
（３）各種報告書の保存 
（４）派遣専門家、国内委員との調整業務（専門家データベースの作成、携行器

材情報等） 
（５）現地への専門情報の支援 

【九大農学部事務局】 
（１）国内委員会の準備等 
（２）公用旅券申請 
（３）海外渡航手続き 
（４）研修生受入手続き器材情報等） 

国内連絡網 

国際協力援助推進協議会 

九州大学農学部事務 　事務局（九大熱研センター） 

HAUワーキング・グループ 

JICA HQ
コンソシアム 

ハノイ農大プロ国内委員会 

ワーキング・グループの役割 
１）専門的知識を必要とする各種文書の素案づくり等の支援 
２）国内支援委員会への資料準備支援 
３）派遣専門家情報の収集 
４）学内対応の協議 
５）国際協力援助推進協議会との対応 
６）その他 
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